
愛 媛 県 報

475

令和８年８月21日金曜日 第739号

発　行 愛 媛 県

毎週（火・金）曜日発行 第739号� 令和８年８月21日

◇　目　　　　次　◇
告　　　　示

○　愛媛県県税証紙売りさばき人の指定願の記載事項の変更� 　（税務課）…　475
○　落札者等の告示� 　（環境・ゼロカーボン推進課）…　475
○　保安林の指定の解除� 　（森林整備課）…　475
○　指定障害児通所支援事業者の指定� 　（東予地方局地域福祉課）…　475
○　指定障害児通所支援事業の廃止� 　（　　　　　〃　　　　　）…　476
○　指定障害福祉サービス事業者の指定� 　（　　　　　〃　　　　　）…　476
○　指定障害福祉サービス事業の廃止� 　（　　　　　〃　　　　　）…　476
○　道路の供用開始（県道松山空港線）� 　（中予地方局管理課）…　476
○　建設業者の許可の取消し� 　（　　　　〃　　　　）…　477
○　落札者等の告示（２件）� 　（教育総務課施設厚生室）…　477

監 査 公 表

○　定期監査結果の公表� 　（監査事務局）…　477

　 こ の 県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、WTOに基づく政府調達に関する協定の
適用を受けるものである。

告　　　　示

○愛媛県告示第904号
　愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和29年愛媛県規則第38号）
第３条第１項の規定により、令和８年８月６日次のとおり愛媛県県
税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。
　　令和８年８月21日

� 愛媛県知事　中　村　時　広

指定
番号

売りさばき人
氏 名

変 更 事 項
新 旧

31 愛媛県猟友会
宇和島支部
支部長
山崎　忠義

１　代表者氏名
　　山崎　忠義

１　代表者氏名
　　松下　由広

○愛媛県告示第905号
　次のとおり落札者を決定した。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入札公告日

愛媛県大気汚染常時監視テレメータ
システム構築・運用保守業務　一式

愛媛県県民環境部
環境局環境・ゼロ
カーボン推進課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和８年７月23日

環境計測株式会社
代表取締役
品川　武志
京都府京都市伏見区竹
田北三ツ杭町84番地

71,500,000円 一般競争入札 令和８年６月12日

○愛媛県告示第906号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定によ
り、次のように保安林の指定を解除する。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　解除に係る保安林の所在場所

　　四国中央市金生町山田井乙151の37
２　保安林として指定された目的
　　土砂の流出の防備
３　解除の理由
　　道路用地とするため

○愛媛県告示第907号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。
　　令和８年８月21日
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� 愛媛県東予地方局長　加　藤　道　和

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者 指定障害児通

所支援の種類
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 指　　定

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3850200639 株式会社ドルトン 愛媛県今治市別名１９４
番地１ 近　藤　紋　生 児童発達支援

児童発達支援・放課後
等デイサービスふらす
こ今治中央

愛媛県今治市別宮町二
丁目３番２１号

令和８年
６月２日

3850200639 株式会社ドルトン 愛媛県今治市別名１９４
番地１ 近　藤　紋　生 放課後等デイ

サービス
児童発達支援・放課後
等デイサービスふらす
こ今治中央

愛媛県今治市別宮町二
丁目３番２１号

令和８年
６月２日

3850200647 株式会社ワン・ステッ
プ

愛媛県今治市東村二丁
目６番53号 田　中　こずえ 児童発達支援 ハッピーテラス　今治

いっぽ教室
愛媛県今治市東村二丁
目６番53号

令和８年
７月１日

3850200647 株式会社ワン・ステッ
プ

愛媛県今治市東村二丁
目６番53号 田　中　こずえ 放課後等デイ

サービス
ハッピーテラス　今治
いっぽ教室

愛媛県今治市東村二丁
目６番53号

令和８年
７月１日

○愛媛県告示第908号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の20第４項の規定により、指定障害児通所支援事業者から次のとおり指定障害児通所支
援事業を廃止する旨の届出があった。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県東予地方局長　加　藤　道　和

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者 指定障害児通

所支援の種類
廃止に係る指定障害児通所支援事業所 廃　　止

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3850600424 株式会社コミュニティ
ーメディカルサポート

愛媛県西条市玉津５８３
番地５ 田　坂　　　朗 児童発達支援 コミュニティーキッズ

　ののか 愛媛県西条市禎瑞３２７ 令和８年
６月30日

3850600424 株式会社コミュニティ
ーメディカルサポート

愛媛県西条市玉津５８３
番地５ 田　坂　　　朗 放課後等デイ

サービス
コミュニティーキッズ
　ののか 愛媛県西条市禎瑞３２７ 令和８年

６月30日

○愛媛県告示第909号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定により、次のとおり指定障
害福祉サービス事業者を指定した。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県東予地方局長　加　藤　道　和

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 指　　定

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3820600777 株式会社　洸 愛媛県西条市大町1695
番地４　Ｆビル２０２号 神　野　大　成 共同生活援助 グループホーム　ＪＩ

Ｎ
愛媛県西条市樋之口44
5番地８

令和８年
７月１日

○愛媛県告示第910号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定により、指定障害福祉サー
ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県東予地方局長　加　藤　道　和

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指定障害福祉

サービスの種類
廃止に係る指定障害福祉サービス事業所 廃　　止

年　月　日氏名又は名称 主たる事務所
の　所　在　地 代表者の氏名 名　　　　　称 所　　在　　地

3811300692 有限会社ＧＯＨＡＮ
愛媛県四国中央市上分
町３４４番地１　アトム
ズビル

徳　永　　　隼 居宅介護 おむすび
愛媛県四国中央市上分
町３４４番地１　アトム
ズビル

令和８年
７月１日

3811300692 有限会社ＧＯＨＡＮ
愛媛県四国中央市上分
町３４４番地１　アトム
ズビル

徳　永　　　隼 重度訪問介護 おむすび
愛媛県四国中央市上分
町３４４番地１　アトム
ズビル

令和８年
７月１日

○愛媛県告示第911号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。
　その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
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道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

県 道 松山空港線
松山市南江戸五丁目776番３から

同市南江戸五丁目776番５まで
令和８年８月21日

○愛媛県告示第912号
　建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

許　可　番　号 許　可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取　消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－６）第12628号 令和６年
11月13日 ㈱大内組 大内　将伸 松山市平和通６－２－４

　梶谷ビル303
令和８年
７月１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－４）第16989号 令和４年
４月10日 ㈲松本庭園 松本　正志 松山市桑原１－３－35 令和８年

７月８日 造園工事業 建設業の廃止

（般・特－４）第17005号 令和４年
５月23日

㈱フジコンストラクショ
ン 鷲尾ひろみ 松山市日の出町10－67 令和８年

７月８日
土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
解体工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－５）第18185号 令和５年
10月23日 ㈲勝岡興業 田中　政文 松山市勝岡町1163－６ 令和８年

７月８日
管工事業
機械器具設置工事業 建設業の廃止

○愛媛県告示第913号
　次のとおり落札者を決定した。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入札公告日

短焦点プロジェクタ等の借入れ

愛媛県教育委員会
事務局管理部教育
総務課施設厚生室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和８年７月22日
四国通建株式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の15

2,864,400円
（月額） 一般競争入札 令和８年６月12日

○愛媛県告示第914号
　次のとおり落札者を決定した。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入札公告日

情報教育用端末等一式の借入れ

愛媛県教育委員会
事務局管理部教育
総務課施設厚生室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和８年７月28日
四国通建株式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の15

8,800,000円
（月額） 一般競争入札 令和８年６月16日

監 査 公 表

○公表第６号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第４項の規定に基づ
き実施した定期監査の結果に関する報告を、同条第９項の規定によ
り、次のとおり公表する。
　　令和８年８月21日
� 愛媛県監査委員　髙　石　　　淳
� 同　　　　西　原　進　平
� 同　　　　伊　藤　眞　道

（監査の基準）
　愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付け愛媛県監査委員
告示第１号）に準拠し実施した。
（監査の種類）
　財務監査
（監査の着眼点）
　監査の実施にあたっては、次の事項に主眼を置き実施した。
　・財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか。
　・経営に係る事業の管理が、合理的かつ能率的に行われているか。
（監査の実施内容）
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　令和７年度財務における公営企業管理局の定期監査を９機関に対
して実施した。

区分 実地監査 書面監査 計

公営企業管理局 9 0 9

本庁 3 0 3

地方機関（病院等） 6 0 6

（監査対象機関）

監　査　対　象　機　関 監　査　年　月　日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 令和８年６月17日

発 電 工 水 課 令和８年６月17日

県 立 病 院 課 令和８年６月17日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 令和８年６月15日

西条地区工業用水道管理事務所 令和８年６月４日

中 央 病 院 令和８年６月12日

今 治 病 院 令和８年６月15日

南 宇 和 病 院 令和８年６月８日

新 居 浜 病 院 令和８年６月４日

（監査の結果）
　令和７年度における予算の執行その他について、前述の記載事項のと
おり監査した限りにおいて、監査の対象となった事務が法令に適合し、
正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及
び運営の合理化に努めており、おおむね良好であったが、次の事項が認
められた。
１　工業用水道事業
　⑴　西条地区工業用水道事業については、185億円の長期借入金があ

り、依然として厳しい財政状態にあることから、今後は、既受水企
業等の動向把握や売水促進活動を更に強化するとともに、企業立地
の促進による新たな水需要の開拓に一層努めるなど、引き続き事業
運営の合理化・効率化に取り組み、経営基盤の安定化に努められた
い。 

２　病院事業
　⑴　令和７年度の決算における経常損失は、主として一般会計からの

負担金など医業外収益の増加により、前年度の43億2,801万円から
４億8,209万円減少し38億4,592万円となっており、純損失について
は、前年度の43億2,655万円から５億8,557万円改善し37億4,098万
円となるなど、過去最大の赤字となった前年度からは減少したもの
の、引き続き厳しい経営状況となっている。 

　　　この結果、累積欠損金は277億円に上り、企業債335億円や一般会
計等からの長期借入金117億円など、負債が資産を上回る状況にな
っており、令和８年度当初予算は、前年度に引き続き赤字を前提と
した予算編成を強いられている。 

　　　病院事業を取り巻く環境は、人件費上昇や急激な物価高騰などに
より更に深刻化すると見込まれるが、県立病院は、本県の地域医療
構想に基づく地域の中核病院であり、今後も継続して高度で良質な
医療を安定的に供給していく必要があることから、一般会計に与え
る財政的影響も踏まえ、「第２次愛媛県立病院中期経営戦略」の抜
本的な見直しを早急に進めるなど、経営の健全化と体質強化により
一層努められたい。


